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１　事　務　事　業　執　行　概　要
総務グループ
１　税務事務の指導
府税事務所長・自動車税事務所長会議等を開催し、税務運営に関する事項の指導を行った。

２　歳出予算の配当及び執行

　　府税事務所及び自動車税事務所に対する歳出予算の配当を行うとともに、予算の適正かつ効率的な執行に努めた。
３　納税表彰等

　　納税思想の高揚その他税務行政の推進に関し顕著な功績があったもの、府税の納付又は納入について優秀な成績を収めたものに対して、次のとおり表彰した。
　　　と　　　　き　　平成30年12月4日
　　　と　 こ　 ろ　　大阪府庁　正庁の間

　　　被 表 彰 者　　 優良特別徴収義務者　
　　　３社
　　　　　　　　　　　優良納税貯蓄組合連合会　　
　　１０団体
　　　　　　　　　　　納税功労者　
　　１９名
　　
　　昭和２７年度から税務局単独で、実施してきた納税表彰式は、平成２９年度現年度ベースでの府税納付率が９９．９％であり、当該表彰の一定の目的を達成していることから、受賞基準を整理した上で引続き、府税納付率向上、維持を図るため、憲法記念知事表彰に受賞の場を引継ぐこととし、大阪府納税表彰は平成３１年３月３１日をもって廃止する。
      根拠法令
· 大阪府表彰規則
· 大阪府納税表彰実施要領（廃止：平成３１年３月３１日）
４ 「債権回収・整理計画」の策定と公表
税外滞納債権の計画的、総合的処理を推進するため、「大阪府債権の回収及び整理に関する条例」に基づき債権回収・整理計画の策定、公表を行った。
・「平成２９年度 債権回収・整理計画 目標達成状況」（平成３０年８月 公表）
・「平成３０年度 債権回収・整理計画 」（平成３０年８月 公表）
・「平成３０年度 債権回収・整理計画 進捗状況」（平成３１年１月 公表）
５ 「債権回収・整理に関する研修会」の開催
　　債権管理担当者の専門的な知識の習得や意識の向上のため弁護士（当グループ債権特別回収・整理アドバイザー）及び当グループ職員による研修を実施した。
（１）基礎及び事例研修

・１２回 開催〔平成３０年４月～平成３１年３月〕
　　・受講者：約３３名／回　　※１２回でのべ３９４名受講
６  整理処理の取組支援
大阪府債権の回収及び整理に関する条例に基づき、消滅時効の期間が経過した私債権の整理処理を促進するため、債権整理を行う債権所管課を支援した。
（別表１　平成３０年度 債権回収・整理計画調　　　１６頁）
税務企画グループ
１　府税収入の見積り
　過去の実績、景気動向等の資料に基づいて府税収入を見積り､別表のとおり平成30年度の予算に計上した。
（別表２　平成30年度府税収入予算額調　　　１７頁）
２　大阪府税条例の改正

　平成31年（３月29日）大阪府条例第83号
　　ア　大阪府税条例の一部改正

（ア）法人府民税均等割の税率の特例措置の適用期間を３年間延長し、令和４年３月31日までの間に開始する事業年度とする改正を行った。
〔施行期日：平成31年４月１日〕　　

（イ）平成28年度税制改正において、自動車税の非課税規定が見直されたことに伴い、日本赤十字社が所有する自動車のうち直接その本来の事業の用に供する自動車に関する環境性能割の減免規定を課税免除に改めた。
〔施行期日：令和元年10月１日〕

（ウ）租税特別措置法の改正に伴い、対象保険年金の受取人等に対し、給付金を支給できることとする規定等を削除した。
　　　〔施行期日：平成31年４月１日〕

（エ）平成31年度税制改正に伴う改正
　　①　法人事業税
　　　　　　令和元年10月１日以後に開始する事業年度より、法人事業税（所得割・収入割）の一部を分離し、特別法人事業税（国税）とすることに伴い、法人事業税の税率を引き下げた。
　　　　　〔施行期日：令和元年10月１日〕
②　自動車税
　　　平成29年度分のグリーン化特例（軽課）に関する規定を削除し、所要の改正を行った。
〔施行期日：平成31年４月１日〕
③　自動車取得税
　　　　　　乗用車及びトラック・バスに係るエコカー減税について一定の見直しを行った上で、適用期限を６月延長し、令和元年９月30日までとした。　　
〔施行期日：平成31年４月１日〕

④　自動車税環境性能割

　　　a　自家用乗用車に係る自動車税環境性能割の税率の適用区分を見直した。
　　　　　b　令和元年10月１日から令和２年９月30日までの間に取得した自家用乗用車について、自動車税環境性能割の税率を１％分軽減した。
〔施行期日：令和元年10月１日〕

⑤　自動車税種別割
　　　　　a　令和元年10月１日以後に新車新規登録を受けた自家用乗用車から、小型自動車を中心に全ての税率区分において、自動車税種別割の税率を引き下げるとともに、グリーン化特例の適用対象を見直した。
　　　　　〔施行期日：令和元年10月１日〕
　　　　　b　令和３年４月１日以後に新車新規登録等を受けた自家用乗用車に係るグリーン化特例（軽課）の適用対象を、電気自動車等に限定した。
　　　　　〔施行期日：令和３年４月１日〕

　⑥　狩猟税
　　狩猟税の課税免除及び税率の特例措置の適用期限を５年間延長し、令和６年３月31日までとした。
〔施行期日：平成31年４月１日〕

　イ　大阪府税条例等の一部を改正する条例の一部改正
（ア）　平成28年度税制改正に加え、平成31年度税制改正において規定が見直されたことに伴い、改正規定を削除した。
（イ）　平成31年度税制改正において、自動車税の特例措置に関する規定が見直されたことに伴い、改正規定を削除した。
〔施行期日：公布の日（平成31年３月29日）〕

　　ウ　大阪府府税事務所等設置条例の一部改正
　　　　自動車取得税が廃止されることに伴い、大阪府大阪自動車税事務所の事務分掌を改正した。
〔施行期日：令和元年10月１日〕
　　エ　大阪府障害者の雇用の促進及び職業の安定に係る法人の事業税の税率等の特例に関する条例の一部改正
　　　　平成31年度税制改正に伴い、法人事業税の税率を引き下げた。

〔施行期日：令和元年10月１日〕
３　大阪府税規則の改正

大阪府税規則の一部改正
（１）平成30年（９月28日）大阪府規則第106号

　　　　大阪府証紙の廃止に伴い、狩猟税証紙を廃止するとともに、納税証明書の交付手数料に係る納付書兼領収証書等を追加した。
　　　　　　〔施行期日：平成30年10月１日〕
（２）平成31年（２月１日）大阪府規則第５号

　　（ア） 特定住宅性能改修住宅の用に供する土地の取得に対する不動産取得税の減額・還付申請書等に添付する書類に当該土地の譲渡を証明する書類を追加した。
　　（イ）　納税証明書交付請求書の様式を改めた。
〔施行期日：公布の日（平成31年２月１日）〕
（３）平成31年（３月29日）大阪府規則第84号

（ア）租税特別措置法の改正に伴い、対象保険年金の受取人等に対し市町村が給付金を支給した場合に、当該市町村に対して交付する事務費の額を定めた規定を削除した。
（イ）地方税法の改正により、サービス付き高齢者向け住宅の用に供する土地の取得に係る不動産取得税の減額措置の適用期限が２年間延長されることに伴い、特例適用住宅の用に供する土地の取得に対する不動産取得税の減額申告書等の様式を改めた。
〔施行期日：平成31年４月１日〕
４　地方消費税徴収取扱費の交付

　　国に法定委任している地方消費税の徴収に対する徴収取扱費として、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	国税庁
	1,138,052,185 円

	大阪税関
	  655,458,277 円

	計
	1,793,510,462 円


根拠法令

○　地方税法第72条の113及び同施行令第35条の17

○　地方税法附則第９条の14及び同施行令附則第６条の11
５　府内市町村への交付金の交付

(1)　利子割交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	896,509,000　円

	堺市
	272,498,000　円

	その他の市町村
	1,800,330,000　円

	計
	2,969,337,000　円


根拠法令

○　地方税法第71条の26
(2)　配当割交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	2,137,659,000　円

	堺市
	648,639,000　円

	その他の市町村
	4,285,524,000　円

	計
	7,071,822,000　円


根拠法令 
○　地方税法第71条の47
(3)　株式等譲渡所得割交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	1,820,660,000　円

	堺市
	549,840,000　円

	その他の市町村
	3,632,882,000　円

	計
	6,003,382,000　円


根拠法令

○　地方税法第71条の67
(4)　地方消費税交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	59,102,525,000　円

	堺市
	14,400,590,000　円

	その他の市町村
	90,123,391,000　円

	計
	163,626,506,000　円


根拠法令

○　地方税法第72条の115
(5)　ゴルフ場利用税交付金

　ゴルフ場所在の市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。
	交付先
	交付額

	堺市
	128,250,744　円

	その他の市町村
	808,014,661  円

	計
	936,265,405　円


根拠法令

○　地方税法第103条
(6)　自動車取得税交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。
	交付先
	交付額

	大阪市
	3,294,320,388  円

	堺市
	1,068,541,460　円

	その他の市町村
	4,749,801,000　円

	計
	9,112,662,848  円


根拠法令
○　地方税法第143条
(7)　軽油引取税交付金

　大阪市及び堺市に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。
	交付先
	交付額

	大阪市
	11,788,970,171　円

	堺市
	6,258,871,435　円

	計
	18,047,841,606　円


根拠法令
　○　地方税法第144条の60
　(8)　分離課税所得割交付金
　　　大阪市及び堺市に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	507,634,000　円

	堺市
	145,973,000　円

	計
	653,607,000　円


　　　根拠法令
　　　○　地方税法附則第７条の４
(9)　旧法による自動車取得税交付金
府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。
	交付先
	交付額

	大阪市
	3,000　円

	計
	3,000　円


根拠法令　

○　地方税法等の一部を改正する法律（平成21年法律第９号）附則第５条の規定によりなお従前の例によることとされる同法による改正前の地方税法第699条の32
(10)　旧法による軽油引取税交付金

　大阪市及び堺市に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。
	交付先
	交付額

	大阪市
	6,894,124　円

	堺市
	3,660,153　円

	計
	10,554,277　円


根拠法令　

○　地方税法等の一部を改正する法律（平成21年法律第９号）附則第６条第２項の規定によりなお従前の例によることとされる同法による改正前の地方税法第700条の49
  (11)　府民税所得割臨時交付金
　大阪市及び堺市に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	6,489,938,000　円

	堺市
	1,731,163,000　円

	計
	8,221,101,000　円


根拠法令　

○　地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律（平成29年法律第２号）附則第５条第７項
６　地方消費税の調定
　　国税資金支払命令官（財務省大臣官房会計課長）から地方消費税の払込について通知を
受け、調定を行った。
（別表３　平成30年度 地方消費税払込額（決定額）調　　　１９頁）
７　譲与税の調定
　　 総務大臣から下記の譲与税についての通知を受け､調定を行った。

（別表４　平成30年度 地方法人特別譲与税譲与税額調　　　１９頁）
（別表５　平成30年度 地方揮発油譲与税譲与税額調　　　２０頁）
（別表６　平成30年度 石油ガス譲与税譲与税額調  　　２０頁）
（別表７　平成30年度 地方道路譲与税譲与税額調　　　２１頁）
（別表８　平成30年度 航空機燃料譲与税譲与税額調  　　２１頁）
８　市町村たばこ税府交付金の調定
　　　法律で定める基準を超えるたばこ税収のある市町村から、市町村たばこ税府交付金の交付を受け、調定を行った。
	交付元
	交付額

	泉佐野市
	227,675,000　円

	田尻町
	90,145,000　円

	太子町
	21,980,000　円

	計
	339,800,000　円


根拠法令

○　地方税法第485条の13

９　税務訴訟

　　平成30年度に係属した税務訴訟の件数及びその処理状況は、別表のとおりである。
　　（別表９　平成30年度に係属した税務訴訟の件数及びその処理状況調　　２２頁）
　　　根拠法令
○　行政事件訴訟法
○　民事訴訟法
○　地方税法第19条の11から第19条の14まで

１０　不服申立ての処理

　　平成30年度に係属した不服申立ての件数及びその処理状況は、別表のとおりである。
　　（別表１０　平成30年度に係属した不服申立ての件数及びその処理状況調　　２３頁）
　　　根拠法令
○　行政不服審査法

○　地方税法第19条から第19条の10まで

１１　税務重点目標等の策定
　　平成30年度における「税務重点目標」と個別取組計画等として、「税収確保推進計画」、「人材育成計画」及び「広報実施計画」を定め、所期の目的を達成するよう税務局内及び府税事務所等に対して周知した。
１２　税務広報
府民の府税に対する理解を深め、納税意識を高めていくため、府税のホームページ「府税あらかると」等を通じて、府税に関する知識の普及や申告・納税の呼びかけ等の各種税務広報を実施した。

また、11月には税を考える週間に合わせて、大阪府租税教育推進連絡協議会や大阪市、堺市と合同で府税等に関する啓発イベントを実施した。

	実施日
	実施場所
	実施内容
（税務広報）
	連携機関

	平成30年
11月
3日、4日
	咲洲庁舎
（咲洲こどもフェスタへの出展）
	・税に関するクイズの実施及び景品として啓発グッズの配布　
・税に関するパネル・ポスターの掲示　等
	・大阪府租税教育推進連絡協議会
・大阪市財政局税務部

	平成30年
11月10日
	万博記念公園お祭り広場
（ＳＤフェスタへの出展）
	・税の使途に関するアンケート
・税に関するパネル・ポスターの掲示　等
	

	平成30年
11月11日
	ヤマダ電機ＬＡＢＩ１なんば
	・税に関するクイズの実施及び景品として啓発グッズの配布　
・税に関するパネル・ポスターの掲示　等
	・大阪府租税教育推進連絡協議会
・大阪市財政局税務部

	平成30年
11月17日
	イオンモール堺鉄砲町
	・税に関するクイズの実施及び景品として啓発グッズの配布　
・税に関するパネル・ポスターの掲示　等
	・大阪府租税教育推進連絡協議会
・堺市財政局税務部


人事グループ
１　配　置　換

　　税務職員の異動を次のとおり実施した｡

　　　人事異動　　　平成30年４月１日外　　348名
　　　（別表１１　平成30年度税務職員配置換状況調　 　　２４頁）
２　昇　　　任

	職階
	部長級
	次長級
	課長級
	課長補佐級
	主査級

	税内昇任
	　０人
	０人
	３人
	４人
	１４人

	転出昇任
	０人
	１人
	０人
	０人
	　５人

	転入昇任
	０人
	０人
	０人
	０人
	２人


３　退　　　職

　　平成30年度税務職員退職状況
	年　　　　月
	人　　　　数

	30年　７月
	１人

	30年　８月
	２人

	30年　10 月
	２人

	30年　11 月
	２人

	31年　２月
	２人

	31年　３月
	５人

	特退及び定退
（31年３月）
	36人

	計
	50人


４　税務職員職名別配置状況調

　　平成31年３月31日現在の税務職員の配置状況は別表のとおりである。
　　　　（別表１２　税務職員職名別配置状況調　　　２５頁）
５　優秀税務職員等表彰
　　通常の職務の範囲を超えて職務を遂行し顕著な業績等を上げた税務職員等に対し、次のとおり優秀税務職員等表彰を実施した｡

　
	区分
	定期表彰
	随時表彰

	表　彰　日
	平成30年12月18日
	

	受賞者数

（個人）
	0名
	該当なし

	受賞者数

（団体）
	１団体（８名）
	該当なし


６　税務職員の研修

　　税務職員の資質の向上を図るため、職員研修を実施した｡

　　実施状況は別表のとおりである。

　　　　（別表１３　平成30年度税務職員研修実施状況調　　　２６頁）
システムグループ
１　税務情報システムの開発及び運用
Web系システムである税務情報システムの運用を平成２７年９月２４日から開始し、税務事務を効率的に運営している。
平成３０年度は、以下の項目について、プログラムの開発及び修正等を行った。
　・証紙廃止に伴う納税証明書手数料用納付書作成に係る修正
　・総務省報告の様式変更に伴う修正
　・地方税法の一部改正に伴う修正

２　プログラム本数（平成31年3月末時点）
	サブシステム名
	プログラム本数

	運用
	761

	共通あて名
	388

	府民税三割
	97

	法人二税
	649

	個人事業税
	385

	不動産取得税
	368

	府たばこ税
	9

	ゴルフ場利用税
	9

	軽油引取税
	196

	自動車税
	626

	管理収納
	858

	納税
	984

	宿泊税
	96

	自動車取得税
	66

	合計
	5,492
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